
 

 

 

２０１１年４月５日 

各 位 

会 社 名 株式会社ＣＦＳコーポレーション 

代 表 者 代表取締役社長 石田 岳彦 

（コード番号：８２２９ 東証１部） 

問 合 せ 先 執行役員経営企画室長 山中 透 

電 話 番 号 ０４５－４７６－７４７４ 

中期３ヵ年経営計画の策定について 

当社は２０１３年度を最終年度とする中期３ヵ年経営計画（2012 年２月期～2014 年２

月期）を策定いたしましたので、別紙のとおりその概要をお知らせいたします。 

 

当社は、昨年８月２１日をもってスーパーマーケット事業を分社しドラッグストア事業

とその関連事業に特化する体制を整えましたが、本計画によりイオングループＨ＆ＢＣ事

業における中核会社として、同グループの経営資源を活用することにより、当社が創業以

来追及してきた専門性の高いドラッグストアを創造しながら既存のドミナントエリアの深

耕と拡大、新たな地域・業態への取組・展開を通じ、収益基盤の強化と更なる成長・発展

を図るものであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



中期３ヵ年経営計画 

『イオングループＨ＆ＢＣ事業の中核会社として成長の実現へ』 

 

当社は、イオングループのＨ＆ＢＣ事業の中核会社として、グループシナジーを追及す

ることにより、収益基盤の拡充と更なる成長・発展を図るとともに、地域のお客さまの健

康で豊かな暮らしへの貢献を目指し、ここに中期３ヵ年経営計画（2012 年２月期～2014

年２月期）を策定する。 

 

１．中期３ヵ年経営計画の基本方針 

（１）イオングループの中期経営計画に連動し、「人口の都市シフト」、「人口のシニアシ

フト」に対応した事業展開を強めるとともに、「経済のアジアシフト」への展開も

視野に、新しい成長機会の獲得を目指す。 

（２）ドラッグストア事業とその関連事業において、収益力の強化と規模と質の両面で

の更なる成長を図り、「ハックドラッグ」ブランドの強化、美と健康にかかる事業

領域の拡大、地域医療への貢献を図る。 

 

２．中期３ヵ年経営計画の骨子 

上記の基本方針を達成するため、人財の育成と働きがいのある職場作り、そして構造改

革の継続を通じ、下記の施策に重点的に取り組む。また、アジアへの出店も視野におい

てその準備を進める。 

（１）既存エリアでの収益力の強化 

（２）神奈川・静岡・東京を中心とする店舗網の拡充によるドミナント強化 

（３）新規エリアへの展開と新業態店舗の本格出店 

 

３．重点施策 

（１）既存エリアにおける収益力の強化 

既存のドミナントエリアにおける収益力強化のため、調剤併設化・在宅調剤の取

組強化を図るとともに、ヘルスケア・シニアケア・ビューティケアの強化を柱に

した店舗営業力強化に取り組む。 

また、売上・利益の柱として年間売上３億円ブランドを目指す重点販売商品への

取組、ＰＢの拡充による価格対応と粗利額の確保、ポイント政策（ＣＲＭの一環

としての優良顧客重視政策・ＭＤの強化）の進化を図る。 

なお、在宅調剤については、医療機関・介護施設との連携により取組を更に強化し、

神奈川・静岡エリアでのシェアＮＯ．１（患者数３万人）を目指す。また、薬樹株

式会社との提携を通じ地域医療への取組を強化する。 

（２）エリアドミナントの深耕 

神奈川・静岡・東京を中心とするエリアドミナントにおける都市型店舗・郊外型店



舗の確立と水平展開を図るとともに、立地特性に対応し、新業態店舗も含め各店舗

モデルの有機的な連携をエリア毎に高めドミナントの強化につなげていく。 

（３）新規エリアへの展開と新業態店舗の本格出店 

   ①イオングループとの連携を強め、イオングループのドラッグストア空白地帯であ

る中部エリア（東海３県）への店舗展開を図る。 

②ドラッグストアの専門性とコンビニエンスストアの利便性を融合した新業態店舗

「れこっず」を首都圏を中心に本格出店し、小商圏・シニアニーズへの対応を進

める。 

（４）構造改革の継続推進 

   店舗オペレーションの効率化、本社業務の削減等を通じコスト構造改革を更に推進

して店舗競争力の強化につなげる。 

 

４．出店・改装計画 

２０１３年度までの３年間の新規出店計画は、全体で１８０店舗とし、首都圏を含む既

存エリアで８０店舗、中部エリア（東海３県）で５０店舗、新業態店舗「れこっず」で

５０店舗とする。 

 また、都市型店舗、郊外型店舗への転換、調剤併設化等へ向けた改装に積極的に取り組

む。 

 

５．数値目標 

                                

 2011 年２月期 

 

2012 年２月期 

 

 2014 年２月期 

 

営業収益（百万円） 121,971 106,000  134,000 

営業利益（百万円） 2,238  2,400   3,160 

経常利益（百万円）    2,282  2,500   3,300 

当期純利益（百万円） 1,209   400  1,600 

ＲＯＥ 5.0%  1.8％  7.0％以上 

1 株当たり当期純利益 34 円  12 円   50 円 

＊2011 年２月期の営業収益には分社したスーパーマーケット事業の営業収益 

約 190 億円を含む 

中期 3 ヵ年経営計画 

 


